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第１ 日 時  平成２１年７月２９日（水）   自 午後３時００分 

                        至 午後５時００分 

 

第２ 場 所  東京高等検察庁第２会議室（１７階） 

 

 



                議    事 

 

伊藤座長 それでは，始めさせていただきたいと思います。御多忙のところ，また暑い中お集

まりいただきまして，ありがとうございます。 

  第１４回の外国弁護士制度研究会を開催いたします。 

  最初に，配布資料の確認を渡邊幹事からお願いいたします。 

渡邊幹事 本日は新しい配布資料はございません。ただ，以前配布させていただきました資料

の一部については，本日の協議に使用する場合もあると考えましたので，本日改めて配布さ

せていただきました。 

  資料２３は，「外国法共同事業に係る規制等」と題する図でございます。 

資料２４は，「弁護士及び外国法事務弁護士が社員となり，外国法及び日本法に関する法

律事務を取扱い業務とする法人制度についての検討事項（案）」と題するものです。 

資料２４－１は，「弁護士及び外国法事務弁護士が社員となり，外国法及び日本法に関す

る法律事務を取扱い業務とする法人制度（Ｂ法人制度）を創設する場合の弊害・問題点に関

する意見の概要」と題するものです。 

資料２４－２は，「弊害・問題点の防止・解消のための方策について」と題する図でござ

います。 

  本日の配布資料は以上でございます。 

伊藤座長 それでは内容に入りたいと思いますが，本日は，前回の検討を踏まえまして，残り

の論点につきまして具体的な議論をいただきたいと考えております。前回は資料２４の「１．

弊害・問題点の防止・解消のための方策について」に掲げられました論点１から論点５まで

についての議論をいただきました。 

  本日は，引き続きまして，１４頁以下の「日弁連等による実効的な監督を行うための方策

について」に述べられている論点について御議論いただきたいと思います。 

  と申しましても，前回も申し上げましたけれども，こういった論点について御意見をいた

だく際には，前回検討いたしました論点との関係に言及する場合もあるかと思いますので，

その点は余りお気遣いなく，積極的な御議論をお願いしたいと存じます。 

  なお，議論の進行に資するために，初めに幹事から論点６及び７を紹介してもらいまして，

あわせて，第１２回の研究会におきまして求めがございました外国法共同事業に関する監督

の現状等についての説明を伺った上で，論点６及び７の議論に移り，それらの議論を経て各

論点についての議論の大要をもう一度おさらいしていくという方向で進ませていただきたい

と思いますが，それでよろしゅうございましょうか。 

  それでは，そのような形で進行させていただきます。 

  論点６及び７の紹介につきましては渡邊幹事に，「外国法共同事業に関する監督の現状

等」については柳幹事にそれぞれ説明をお願いしたいと思いますが，もしそういうことでよ

ろしければ，早速お願いしたいと思います。 

渡邊幹事 それでは，資料２４の１４頁を御覧ください。 

前回までは，Ｂ法人の日本法に関する法律事務の取扱いについては，社員である外国法事

務弁護士が，直接的に，又は弁護士を介して間接的に関与するおそれがあると認められると

の認識に基づきまして，このような弊害が発生することを防止し，又は問題点を解消するた
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めの措置として，論点１から論点５まで御議論していただきました。 

  論点１から論点５までの措置として設けられる規制が遵守されてＢ法人の業務運営が適正

に行われるためには，指導・監督権限のある日弁連及び所属弁護士会においてＢ法人を実効

的に監督できるような仕組みを考えなければなりません。 

この点に関連して，以前の研究会におきまして，類似する外国法共同事業に係る監督の仕

組みが有効に機能しているのかどうかを十分に見定めた上で，Ｂ法人に対する監督の具体的

在り方を検討すべきでないかなどの指摘がありました。 

そこで，幹事の方で，「日弁連等による実効的な監督を行うための具体的方策について」

ということで，論点６及び論点７を御提示させていただいた次第でございます。 

  それでは順次御説明いたしますが，まず，論点６の「届出義務」というところを御覧くだ

さい。 

  論点１から論点５までの措置として設けられる規制が有効に機能するためには，指導・監

督権限のある日弁連及び所属弁護士会において，あらかじめＢ法人の業務運営に係る情報を

把握する必要があります。この点は，特に争いがないと思います。 

  外国法共同事業におきましては，外国法共同事業に係る外国法事務弁護士等に対して，外

国法共同事業に係る事項のうち所定の事項を日弁連に届け出なければならないこととされて

おります。 

  また，Ｂ法人と同じく法人である弁護士法人におきましては，設立するには，その社員と

なろうとする弁護士が定款を定めなければならないこととされております。また，弁護士法

人は，その主たる法律事務所の所在地において設立の登記をすることによって成立すること

とされております。弁護士法人が成立したときには，日弁連等が指導・監督をする必要があ

ることから，その成立の日から２週間以内に登記事項証明書及び定款の写しを添えて，その

旨を日弁連等に届け出なければならないこととされております。この定款につきましては，

必要的記載事項が法律で定められておりまして，具体的には，目的，名称，法律事務所の所

在地，所属弁護士会のほか，社員の氏名，住所及び所属弁護士会，社員の出資に関する事項

及び業務の執行に関する事項が掲げられております。弁護士法人の定款には，これらの必要

的記載事項が記載されますが，そのほかにも，相対的記載事項又は任意的記載事項として弁

護士法人の運営に係る事項が記載される場合もあることとなります。 

  Ｂ法人についても，その社員となろうとする弁護士及び外国法事務弁護士が定款を定める

ことを設立要件とすることを想定しておりますので，この定款にはＢ法人の組織及び運営に

係る事項が記載された定款が定められることとなります。 

  そこで，Ｂ法人についても，弁護士法人の場合と同様の事項を定款の必要的記載事項とし

た上で，Ｂ法人の成立の日から２週間以内に登記事項証明書及び定款の写しを添えて，その

旨を日弁連等に届け出なければならないものとする。このような考え方を提案させていただ

く次第でございます。 

  続きまして，資料の１９頁，論点７の「実効的な監督を行うための具体的方策」とあると

ころを御覧ください。 

  まず，論点６の届出義務に基づき，Ｂ法人により所定の事項が日弁連等へ届出されること

になります。また，論点１から論点５までの措置として設けられることとなる規制に違反し，

又は違反する疑いがある場合には，Ｂ法人の依頼者，その相手方当事者，その代理人等の関
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係者から，その旨の情報が日弁連等に寄せられることが考えられます。 

  このような場合に，日弁連等において，Ｂ法人に対して適切な指導・監督をするためには，

Ｂ法人に関する情報を適切に収集したり，あるいは所要の調査ができるようにする必要があ

ると考えられますが，その具体的な在り方についてどのように考えるのかというのが論点７

の問題でございます。 

  この論点７については，Ａ案からＣ案までの３案を御提案させていただきましたが，その

検討に当たっては，特に二つの点について御留意いただきたいと思っております。 

  まず１点目でございますが，類似する外国法共同事業についての在り方との異同を十分に

踏まえて検討する必要があるということでございます。 

  前回も御説明しましたが，外国法共同事業については，外国法共同事業に関する規程にお

いて，日弁連等は，権限外の法律事務の取扱いの禁止に違反する疑いのあるとき，権限外法

律事務の取扱いについての雇用関係に基づく業務上の命令の禁止等に違反する疑いのあると

き，外国法共同事業における不当関与の禁止に違反する疑いのあるときには，外国法共同事

業に係る弁護士，弁護士法人又は外国法事務弁護士に対し，共同事業に係る契約書，雇用契

約書の提出を求め，その他必要な調査をすることができることとされています。また，これ

らの者はこの調査に協力しなければならないこととされております。こういった外国法共同

事業についての監督の具体的在り方との異同をきちんと議論する必要があるだろうというこ

とでございます。 

  もう１点目でございますが，Ｂ法人に対する調査権限の内容をだれがどのように決するか

という点につきましては，弁護士，弁護士法人及び外国法事務弁護士に対する指導・監督の

具体的在り方が，いずれも日弁連等の自治によって決せられていることとの整合性も十分に

検討する必要があるということでございます。 

  それでは，Ａ案からＣ案までについて御説明したいと思います。 

  まず，今回の検討に当たり，外国法共同事業における現行の指導・監督の具体的在り方に

ついても併せて見直しをすべきであるかどうかという点で，見直しをする必要性があるとす

る考え方がＣ案でございます。見直しをする必要性がないとする考え方がＡ案，Ｂ案でござ

います。 

  次に，Ａ案とＢ案の違いを御説明しますが，２０頁を御覧ください。 

  まずＡ案ですが，基本的には，外国法共同事業における指導・監督の在り方と同じような

考え方を採用するという考え方でございます。Ｂ法人に対する日弁連等の指導・監督の具体

的在り方については，外国法共同事業の場合と同様に，日弁連の会則等において，日弁連等

に，Ｂ法人，Ｂ法人の社員である弁護士，外国法事務弁護士に対する調査権限を付与すると

ともに，これらの者に対しては日弁連等による調査に協力する義務を課せば足りるとする考

え方です。 

  これに対して，Ｂ案は，このような考え方とは異なっておりまして，２１頁の一番上を御

覧ください。Ｂ法人に対する日弁連等の指導・監督の具体的在り方については，必ずしも外

国法共同事業の場合と同様のものとする必要はなく，Ｂ法人制度の特質を考慮して，例えば

調査の対象・内容・方法，調査の実効性を担保するための措置の在り方等について検討すべ

きであるという考え方でございます。 

  最後に残りましたＣ案ですが，先ほども申し上げたとおり，この際，外国法共同事業にお
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ける指導・監督の在り方の見直しも含めまして，弁護士と外国法事務弁護士との提携・協働

に係る規制の実効性を担保するための日弁連等による指導・監督の具体的在り方について抜

本的に見直す，このような考え方でございます。 

  これらの案の理由につきましては，２０頁から２１頁までに記載してあるとおりでござい

ます。 

  以上でございます。 

伊藤座長 それでは，柳幹事。 

柳幹事 それでは，「外国法共同事業に関する監督の現状等」について御報告申し上げます。 

  先ほど御紹介いただいたとおり，平成１５年の法改正により外国法共同事業が認められ，

外国法事務弁護士が弁護士を雇用できることになったその反面として，外国法事務弁護士に

よる権限外法律業務の禁止，業務上の命令禁止，不当関与の禁止などが定められ，その結果

として，権限外法律業務の外延を明確にしなければならないという要請があり，また改正外

弁法の成立の際の参議院附帯決議等があり，更には，過去における問題事例において監督・

調査をしても任意の協力では実効性が上がらなかった等の理由から，「外国法共同事業に関

する規程」の第１５条という規定が設けられ，また同様の規定として「外国法事務弁護士に

よる弁護士又は外国法事務弁護士の雇用に関する規程」の第１１条というのが定められてお

ります。 

  ただ，これらの規定に基づいて実際に調査なり監督なりの実効性が上がっているのかとい

うと，日弁連で残っている記録としては，それほど実効性は上がっていないと言わざるを得

ません。 

  外国法共同事業という事業自体に対する監督という観点ではなく，より広く，外国法事務

弁護士に対する懲戒という観点で見た場合には，過去において懲戒事例は４件ございました。

記録に残っている限り４件ありますけれども，その内訳は，除名が２件，退会命令が１件，

業務停止２月が１件でございます。ただ，除名１件と退会命令は会費未納などが原因であり，

他の除名１件も会費未納と事件処理の懈怠，業務停止２月はまた別件ということでございま

すので，ここで言う権限外法律業務の禁止等に関することで懲戒を受けた事案はございませ

んでした。 

  また，外国法事務弁護士に対する監督という観点から見た場合には，これはある程度件数

がございましたが，過去において何らかの結論が出ているもの，これは外国法共同事業が導

入される前の分も含めて，指導ないし指導書が交付されたなどという具体的な何らかの結論

が出たものが，過去において７件，また記録として残っているものがそのほかに４件，合計

１１件程度でございました。 

  したがって，今回のこの「外国法共同事業に関する規程」の第１５条等がありますけれど

も，調査などについて実効性が上がっているかどうかというのは，それほど件数がないとい

うことでございます。 

  他方，外国法事務弁護士により権限外法律業務が行われているのではないかという可能性

が全くないというわけではございませんので，こういう状況についての原因や対策を含めて，

監督・調査の在り方について現在も日弁連で議論しているところでございます。 

伊藤座長 どうもありがとうございました。 

  それでは順次議論をしていきたいと思いますが，まず先ほど渡邊幹事から説明がございま
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した論点６，この資料２４で言いますと１４頁のところにございますが，届出義務について，

ここに掲げられているようなことを幹事の方で検討の結果，書いてございますが，これに関

しては何か御意見ございますでしょうか。 

牛島委員 済みません，まとまった形で申し上げられないかもしれませんが，私は，この混合

法人につきましては当初から，法人というものの本質論を踏まえなければならないのではな

いか，したがって単なる弊害防止措置というものではないのではないかということを申し上

げてきたつもりです。そうなりますと，この届出義務におきましても，法人の本質，特にこ

の混合法人をつくるということを言う場合の，あるいはつくるとした場合の法人の本質論で

問題なのは何なのかということは，先ほど前のところに触れてもいいというお話がございま

したが，割合の問題についてきちんと一説のように抑えをするということであれば問題がな

いと思いますけれども，割合の問題について抑えをしないということは，全くの支店をつく

るということになる，あるいは支社をつくるということになる。支社というのは子会社です

ね。 

  そして，私なりにとらえている本質論の一番重要なところは，法人になった場合には外弁

の方にとっても混合法人の業務はできること，これはちょっといいかげんな言い方なのかも

しれませんが，法人はできることなのですね。法人ができることを例えば法人の代表者であ

る外弁の方ができるのかどうかという，ちょっとねじれたような関係にあると思います。そ

れが，組合型，つまり現在ある外国法共同事業との一番の違いだろうと思うのです。 

  したがいまして，その法人の本質にさかのぼったときに，どのような届出義務が要るのか，

あるいはどのような届出をしてもらったらよいのか，こういう観点から見ますと，恐らく提

出書類とか，あるいは執行に関する事項について，むしろ，例えばなのですが，「こういっ

たことはどうなりますか」ということを本支店間のものとしてとらえて，あるいは思い付き

的に申せば，出資は実質的にどなたに帰属しているかということも踏まえて届け出ていただ

くのがよいのかなという気がいたします。そして，出資が実質的意味において各外弁の方の

ものではない。それはどのように取り扱うのか，という議論も必要なのではないかなという

気がいたします。 

伊藤座長 そういたしますと，届出義務を課すること自体，これは当然のことではございます

けれども，ただいまの牛島委員の御発言ですと，Ｂ法人というものの特質を踏まえて，届出

の内容等についても相当検討する必要があるのではないか，いくつか具体例をおっしゃいま

したけれども，という御趣旨と承ってよろしゅうございますね。 

牛島委員 おっしゃるとおりです。 

中川委員 牛島委員に御質問なのですが，法人でありますから当然定款等の関係の登録は要る

と思うのですが，共同事業においての記載事項で届出がございますよね。それでもう社員の

出資に関する事項というのは届出事項になっているのですが，そこで言っている届出事項の

内容と，混合法人の場合の出資に関する届出事項についての中身をもっと詳しくするべきだ

ということになるのでしょうか。 

牛島委員 はい。 

中川委員 具体的には何を書けばよろしいのですか。 

牛島委員 例えばでしか申し上げられなくて，網羅的でなくて申し訳ないのですが，私は，法

人の場合には，その出資が実質的にだれのものであるかということがとても重要だと思いま
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す。法人の出資ですから間違いなく社員の出資でございますということで形式的には終わり

になるのだろうと思うのです。しかし，私が理解しますところ，大手の事務所がもしこのよ

うなものをつくるとすれば，それは社員個人のものであるということはあり得ない。これは

何を実質と見るかということにもよると思いますけれども，それは，例えばニューヨークに

ある，ロンドンにある大きな事務所の支店，子会社でありますから，その名義をだれにする

のかということは別にして，名義株の問題は，実質的には親事務所に帰属しているものだろ

うと思います。したがって，実質的に親事務所に帰属しているものを認めるということは多

分ないのかなと思います。これは私の勝手な今の時点の考えですので，その辺についてきち

んとしているということについての確認をするためには，例えば，出資はどなたの名義です

か，その出資は実質的にどなたに帰属していますかということを，質問リストというのです

か，届出事項の一つにすれば，私どもが危惧しているようなタイプの法人は排除できるので

はないかなという気がして申し上げております。 

中川委員 分かりました。ただ，仮に出資がＡさんの自分の出資であるということを書かれた

場合に，それが実質的にだれに帰属するというのをどうやって調べればいいのかなというの

が非常に難しいなと思ったものですから。 

牛島委員 それは御本人が一番よく御存じですよ。御本人がよく御存じで，御本人がだれだれ

ですと言うことについて，また後に出てくると思いますが，その調査をするのかどうか，こ

れはおっしゃるとおり大変難しいと思います。しかし御本人は分かっています。そして次に，

そのことについて違うことを言ったときにどういうサンクションがあるかということですし，

例えば，そのことを申述していただく際に，アメリカの方であれば宣誓供述書を用いるのか

どうかといったことで，それは相当程度担保されると思います。 

松木委員 今のところなのですが，この法人をつくったときに，弁護士法人の社員になるのは

外国法事務弁護士か日本の弁護士個人でなければいけないわけですよね。そうすると，今の

ような要件を課していくということがそこの部分とどういうつながりになってくるのか。要

は，社員がどういうお金の工面をしてきたかということについて必ず調べなければいけない

し，そこに突っ込むのだというお考えですよね。 

牛島委員 おっしゃる趣旨から言えば，一定限度そのことについて明らかにしていただくとい

うことだと思います。つまり，正に松木委員がおっしゃったように，社員が出資してつくっ

たものですか，それとも社員の背後の方が出資してつくったのですかと。社員の背後の方が

出資，例えばそれは社員に対する貸付けかもしれません。しかし，通常，もし親事務所があ

れば，それは単なる貸付け，つまり銀行から借りたお金ですということだけで済むわけはな

いのであって，実質的に議決権をどう行使するかということの拘束，これは，新たにつくろ

うとなかろうと，あると思います。なぜならば，その方は例えばニューヨークにある事務所

のＬＬＰの組合員でいらっしゃるわけですから。そうすると，そこでどのような拘束を受け

ているのかということで，その方がどういう立場か，それも議論してみなければならないと

思います。どのような面までは許されるのか，どのような面からは許されないのかという限

度ですね。そのある程度の見取り図がなければ突っ込みようがないというふうにも思います。 

松木委員 その場合，やってはいけないことは確定しているわけですよね。したがって，正に

議論をしていかなければいけないところで，どの部分にどういう規制を及ぼしていくのかと

いうところだろうと思うのですけれども，私も経験がなくて言っているところがあるのです
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けれども，運営がどういうことになっていくのか。法人型であるところの運営で議決権に基

づいて何らかのことを決めていくという場面ですね，法人の運営として。やってはいけない

ことについての日本法のところについては，これは議決権が多かろうがなかろうが関与させ

てはいけないので，そこについては関係ないはずですよね。出資の額が多かろうが少なかろ

うが絶対やってはいけないのだから，それは関係ない。そうすると，出資比率に基づいて運

営されるこの弁護士法人の業務というか，その部分というのは一体どういうところなのだろ

うか，そして今のようなことがあることによって何か弊害が出てくることがあるのかなとい

うのがよく分からなかったのですが。 

牛島委員 これは説明不足で申し訳ないと思います。私どもがこういうもの，弁護士法人にせ

よ，あるいは弁護士業そのものにせよ，お話しするときに常に念頭にあるのは，その独立性

のつもりなのです。つまり，弁護士ないし外弁という個人の独立ということ，これは当然の

こととされていると私は理解しています。しかし，弁護士法人ということになれば，法人に

なっている限りにおいてはその中の構成員の弁護士又は外弁の独立性は一定の制約を受ける。

しかし，弁護士法人そのものとしての独立性，つまり一つの単位としての，これについて外

部の方のコントロールがきいているかどうか，こういうつもりで私は申し上げているつもり

です。 

渡邊幹事 牛島委員に質問ですけれども，先生の問題意識というのは，要するに，その法人の

独立性を前提とすると，法人に対する出資の背後にある者のコントロールが及ぶことが問題

である，法人の日本法に関する法律事務であれ，法人の外国法に関する法律事務であれ，お

よそ法人の業務が外部者から不当にコントロールを受けるのが問題である，こういう問題意

識ですか。 

牛島委員 例外的事態は別にして，外部からコントロールを受けるのは不当だろうと，そこま

で思っております。 

渡邊幹事 そうすると，Ｂ法人の場合に限らず，弁護士法人の場合だってそうですし，組合形

態にある弁護士間のパートナーシップの場合だってそうだし，外国法事務弁護士間のパート

ナーシップの場合だってそうだし，あるいは弁護士と外国法事務弁護士のパートナーシップ，

つまり外国法共同事業の場合だってそうだし，外部からのコントロールを受けるべきでない

という牛島委員の問題意識は，これらのすべての場合に及んでくるのかなという気がするの

ですが，このＢ法人の場合についてのみこういった規制を掛けていくべきだという御意見に

なるわけですか。 

牛島委員 結論において，現時点でそのとおりです。同じ問題が及んでくるということは，こ

れも私の説明不足かと思いますが，違うと思っております。弁護士が二人一緒になって，お

互いにこういうことをやろうねというのは，独立性を侵害したとは言わないと思います。し

かし，弁護士，これは外弁の方でも同じですが，それは外国法共同事業であっても同じだと

思います。しかし，混合法人の意思決定が事実上，事実上というのは，先ほど実質と申し上

げたこと。実質的に外側の，つまり弁護士でも外弁でもない方によってコントロールされる

というのは独立性がないということであって，望ましくない，防ぐべきであると思います。 

  ではなぜ法人のときだけ問題にして，外国法共同事業のようなものでは大きな問題になら

ないかと申しますと，これが私の法人本質論のつもりで申しているのですが，説明が不十分

かとは思います。申し訳ございません。私は，組合型である限りにおいては，最終的に個々
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の弁護士ないし外弁が個人として，今のはやりで言えばアカウンタブルであるし，レスポン

シブルである，もちろんライアブルであるのは当然ですけれども，と思っています。それに

比べて，法人になった場合には，正に松木委員がおっしゃったように，実際の作業はそれぞ

れの職務権限に従ってやるのでしょうねと。これはまた別途そういう措置は必要だと思いま

すけれども，それは私も松木委員のおっしゃるとおりだと思います。しかし，それは一歩後

ろに隠れて，表でやるのは常に法人ですから，法人の業務として行うわけですから，あるい

は法人の事務として行うので，法人をだれかが外側でコントロールしているという事態は防

がなければならないことではないか，したがってそれが分かるような届出をしていただくの

が望ましいのではないか，こういうつもりで申し上げております。 

渡邊幹事 私の質問の仕方が悪かったのかもしれません。私の問題意識は，少なくとも法人の

本質論と牛島委員がおっしゃっていることを前提にすると，それは弁護士法人の場合だって

同じではないのかということなのです。 

牛島委員 正に弁護士法人の場合であっても，もしそういう可能性が現実にあれば，それは防

がなければならないということはあると思います。これは全く架空の例，理論的な例ですが，

例えばある種の会社が弁護士に頼んで，あるいは弁護士に指示して弁護士法人をつくって，

その会社の意のままに動くような形になっているということが仮にあれば，それは大問題だ

と思います。ただ，弁護士法人をつくるときには，そのような弊害が目の前にあるとは，こ

れは私は参加していませんから分かりません，私の想像ですけれども，問題意識は，少なく

とも今私が申し上げている場合，これは私の考えにすぎませんけれども，に比べてずっと少

なかっただろうと思います。なぜならば，もう一度繰り返しますが，もちろんすべての混合

法人ではありません。しかし，私の理解するところ，大きな事務所の混合法人というものは

定義必然的に支店又は子会社なのです。そうでないと困るのです。そうでなければブランド

を使わせることはできないのです。そうでなければ重要な依頼者を任せることなんかできな

いのです。したがって当然コントロールしようと思うのです。それと弁護士ないし外弁の独

立性というものをどの辺で妥協すればいいのかという議論だと私は思います。 

伊藤座長 牛島委員の御発言は，論点３の社員割合について牛島委員が前回お述べになった意

見を前提にして，この届出義務のところで，例えば過半数に満たない外弁の方の出資の資金

をどう調達したかということを明らかにするような措置がなお必要だと，そういうことに理

解してよろしいでしょうか。 

牛島委員 そのとおりでございます。今，過半数とおっしゃられましたが，仮に過半数あるい

は７５％という割合の線を引いたとしても，その中身が問題だと思います。あなたの議決権

行使についてどのような制約が掛かっていますかという質問に対して，どういうお答えがあ

るかということだと思います。したがいまして，私は，今，座長がおっしゃってくださいま

した，割合を設けることが必要であるという前提に立って，更に申し上げているつもりでは

ございます。 

伊藤座長 そうすると，出資についての資金調達というよりは，あなたの議決権について外部

から何らかの拘束がありますかというような趣旨のことを届出の内容としてはっきりさせる

ということですか。 

牛島委員 それは私なりの拙い表現方法でありまして，それについて直接そう聞かずに，例え

ば資金はどのようなものであるのかということにとどめることがいいのか，その辺は技術的
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な，実質を貫く必要性，確か突っ込みと松木委員はおっしゃいましたけれども，それについ

ての議論なのかなと思いますが，私が名義株にすぎないと申し上げているのは，名義株であ

る人間は，通常，実質株主の言うとおりに議決権を行使するものだということが背後にござ

いますので，座長のおまとめになったとおりのつもりでは申しております。 

中川委員 結局，論点３の社員割合のところで議論した問題がずっと尾を引いているのだろう

と私も思うのですが，私としては，やはり共同組合の形と法人の形とでどこが違うのかと言

われれば，やはりそこは形式的な差異でしかない。法人化したときに，弁護士法人の性格と

いうのは，法人ですけれども合名会社の形を基本として仕組みがつくられているということ

で，この合名会社というのは人的会社の仕組みであるということが前提で，そうしますと，

組合的性格がもともと非常に強いものが弁護士法人であるというのが大前提になっているは

ずなのですね。だからこそ社員において無制限の責任が掛かってくる。これが基本的な仕組

みだろうと思っております。ですから，法人の本質とおっしゃるのであれば，それは正に組

合的性格が弁護士法人の性質であって，そうであるとすると，共同組合の事業であろうと，

法人であろうと，そこの実質的なところは何も変化がないのではないと考えるべきだろうと

思うのです。外国からの支配，支店化とおっしゃるのも，共同組合のときにも同じようなも

のであったのではなかろうかと思いますので，そのときに出資についても届出義務があると

いうその範囲のところと，なぜ混合法人の場合に違わなければならないのかというのが，ど

うも納得がいきかねるところでございます。 

牛島委員 私は，おっしゃっていることの８割方は同じ考えだと実は思っておるのですが，私

なりの発想を申しますと，組合のときにも同じような問題がないかというと，私はあると思

います。それで，組合であれば，議決権が完全に第三者，外弁又は弁護士以外にコントロー

ルされてよいかといえば，よくないと思います。それについて規制する必要があったかどう

かという考え方は，当時いろいろな議論があったのだろうと思います。ただ，組合の場合は，

アカウンタブルだ，レスポンシブルだ，ライアブルだと先ほど申しましたけれども，それな

りの妥協点，つまり現実的な脅威との関係で妥協点が探られたのかなという想像をいたしま

す。しかし，いずれにしても，組合であれば外部者によって経営権がコントロールされてよ

いということはないだろうと思います。法人についてもないだろうと思うのです。ただ，法

人の方はそうなりやすいのではないかと考えるので，法人については必要ではないかという

ことを先ほど来申し上げております。 

  もう一点だけ済みません。その理由は，これはもう法人のつくり方だと思います。法人と

いうものをつくって，個人というものが一歩下がるような形にしない。一歩下がるという言

い方はしょせん比喩ですけれども，弁護士法における法人，あるいは今まで議論されてきた，

私の言い方で申せば純粋外弁法人についても，そのような法人，つまり法人自体が法律業務

を行う一つの単位として，その限りにおいては弁護士と全く同じである，外弁と全く同じで

あるというものを新たにつくり出すという前提で議論されていると私は理解いたしますので，

その意味で組合と法人は決定的に違う。それが私の申す法人本質論のつもりでございます。 

伊藤座長 分かりました。 

  ここは論点３の話とも関係いたしますし，牛島委員がおっしゃる法人本質論という大変深

い話との関係もございますので，完全な意見の一致を見るのは現段階ではなかなか難しいと

思います。ただ，届出義務を課するということ自体については恐らく全く異論がないと思い
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ますので，その具体的な内容について，牛島委員から主として御発言がございましたような

ものをどういう形で，特にパブリックコメントの段階で取り込むかということについては，

もう一回考えさせていただいて，またここでお諮りするということでよろしいですね。議事

の進行の関係もございますので，そういうことで，御議論いただいた内容をなるべく正確に

反映するような形にしたいと思います。 

佐瀬委員 １点だけ牛島委員に質問をしておきたいのですけれども，今と同じ発想なのですけ

れども，今の届出義務の規定でも，日弁連で会則で決めたものを届け出なければいけないこ

とになっているわけで，法律で決めたものだけではないわけですよね。そういう意味では，

牛島委員の言っておられるのは，日弁連で決めるということではなくて，そもそも法律でそ

ういう届出義務を課すべきだと言っているのか，その辺のお考えをお聞かせ願っておいた方

が有り難いなという気がするのですが。 

牛島委員 私ばかり発言して申し訳ございません。私の結論は，法律であるべきだと思います。

それは，正に先ほど中川委員が言われたように，外国法共同事業という極めて類似したもの

が既に存在します。それについて現在いろいろな規制といいますか関連の法規があると思い

ますので，それとは違うのだということです。これが私の申し上げる法人本質論ですが，そ

れを押さえたものは法律でなければ，その後また議論が百出し得るのではないかと思うがゆ

えに，私はできるだけ法律であるべきだと思っております。 

伊藤座長 分かりました。 

  選択肢としては佐瀬委員がおっしゃるように二つあると思いますが，牛島委員自身の御意

見はそういうことであるということを踏まえてここでの議論を幹事に整理していただいて，

もう一回，次回のときにお諮りします。 

越委員 私も発言してよろしいですか。 

伊藤座長 はい。 

越委員 私がここの委員になることを仰せつかった背景には，バンクタイというタイの銀行の

顧問をしているからということがあったのかもしれません。タイでは，病院とか弁護士事務

所は日本でいうと社会福祉法人のような形態でも存在できるのですけれども，基本的には株

式会社が多いです。オーストラリアも確か法律事務所は株式会社だったと思いますけれども，

株式会社であると，ＩＰＯも起こればＭ＆Ａもあるわけです。実際，日本とタイの間のそう

いうもののＭ＆Ａ等の案件はございます。 

  そこでどのようなことが議論されるのかというのを，御参考になるかと思って申し上げま

すと，例えば日本の何らかの会社とか病院とか商社とか，そういうものがタイの病院会社の

株主になるというときに，単にお金を出すということだけでなくて，当事者間で契約を結ぶ

わけです。その契約にはどんなものが含まれるかといいますと，まず「ボーティング・ライ

ト」のことがあります。一定のことについては「だれそれさんと同じ投票をしなければいけ

ない」というようなことです。たとえ日本側の持ち分がほんの数％であったとしても，例え

ば病院の院長さんの選出とか，「一定のことについてはこの人の言うとおりに投票しなけれ

ばいけない」というようなことを契約で決めることは自由でございます。それから「処分」

に関する問題がありまして，例えば「日本側の持ち分をだれかに勝手に譲渡してはいけな

い」とか，譲渡するときには「一番最初にタイの中のだれそれさんに声を掛けて，その人が

要らないよ」と断ったら初めてほかの人に声を掛けてもよろしいという「 First refusal 
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right to buy」を入れたりすることがあり得ます。それから，「コントリビューション」と

「ディストリビューション・スケジュール」は当然ながらつきます。「コントリビューショ

ン」というのは，事業を始めるについてお金とか人員とかをどのくらい出すか，貢献するか

ということですね。「ディストリビューション・スケジュール」というのは，それで生まれ

た収益をどのように分配するか。必ずしも出資比率に応じて分配するとは限らないわけで，

「最初の１億円はだれそれさん，次の１億円はだれそれさん，それを上回ったものは何対何

で分ける」とか，決め方は自由なわけです。 

  ちょっと生々しい印象を与えてしまうかもしれませんが，「こういうことは可能だ」と思

うという一つの架空の例を言いますと，例えば、ニューヨークにＸ弁護士事務所があると思

ってください。Ｘ弁護士事務所所属のＡ弁護士が，日本のＢ法人の社員になるというときに，

そのＡ弁護士とＸ弁護士事務所との間に契約することは，当事者間の自由でできると思いま

す。そして，先ほど申しました「ボーティング・ライト」のところとか，「処分」とか，あ

るいは収益分配などについて，その契約に基づいてＡ弁護士が行為しなければいけないとい

うようにＸとＡとの間の契約を定めることは可能だと思いますし，もし私がＸ弁護士事務所

の責任者であったら，それは必ずやると思います。やらない方がおかしいし，やっておくこ

との方が多くの関係者のためによいと思います。Ａ弁護士が社員ではあるけれども一時的に

日本に駐在するようなお立場であるとするならば，例えば３年たったときにＣ弁護士に交代

するのであれば，Ａさんの持っていた持ち分はＣに譲渡しなければいけないとか，そういう

ことを決めておくことは契約上できることだし，私は実務上それは大いにあると思います。

だから，牛島委員がおっしゃったような形で，そういう契約があるのだったら全部開示しな

さいというのは一つのテクニカルな方法としてはあり得るということを，御参考になったか

どうか分かりませんが，申し上げました。 

  次に，もう一つ申し上げたいことは，Ｂ法人のようなものをつくった場合にどういう弊害

があるかということについてなのですが，私は大きく二つあるように思います。一つは，

「日本法の実務がゆがめられるかどうか」，「日本法に関する解釈その他の実務がゆがんだ

形になるかどうか」，「Ｂ法人に雇われた日本の弁護士の方に対して何らかの不当な圧力が

加わることによって日本法の実務がゆがむかどうか」というのが一つの論点だと思います。 

  もう一つは，それとは全く別のことなのですけれども，先ほどＸ弁護士事務所はニューヨ

ークと言いましたけれども，そういったものの支店とか，子会社ではないですけれども子法

人，あるいは事実上の支店，子法人というものが「日本に存在すること自体が望ましいのか、

望ましくないのか」というもう一つの問題があると思います。 

  そして，それらを判断するときには，「事実上の判断として，これはこうだ」という結論

を出せる場合もありますし，「価値判断」が絡んでくるときもあると思います。その価値判

断については，前回のこの場で，拙いメモですけれども一枚物の私の書いたものを御提出い

たしました。その中に五つのポイントが書かれました。これは私がこしらえたポイントでは

なくて，ずっとこの研究会に出ている中で話題に出たものを五つ順不同で並べただけのもの

でございますけれども，それに加えて下條先生から更に二つ追加，「こういうこともあるは

ずです」ということで加えてくださったのが，一つは「日本の法曹の国際化の抜本的な推

進」，もう一つは「弁護士のコアバリューの確保」でした。コアバリューというのは，独立

性，守秘，利益相反回避といった内容だという御説明も承ったように記憶いたしております。
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そういった都合七つの判断基準に照らしたときに，先ほどの支店若しくは事実上の支店がで

きることが望ましいのか望ましくないのかというのを考えればよいのではないかと思います。

ロジカルには，考え方のフレームワークはそういうことでしかあり得ないと思います。 

  それについて，とりあえずの段階における私の考えを申し上げますと，国際経済学の教科

書の比較的最初の方の頁に書いてある，いわゆる「幼稚産業の保護」というのがありますけ

れども，日本の弁護士の方々の実力と経験の蓄積からすれば，そういったことについて配慮

するのはむしろ失礼に当たるぐらいのことであって，それを理由にする判断というのは採ら

なくてよろしいのではないかと思います。もう一つは，国民一般が必要とするようなホーム

サービスの質，量，価格の確保という判断基準がありますけれども，それについては，競争

を阻害しないように，競争を促進するように，そして弊害が懸念されるのであればその排除

ないし防止を行えるような手立てを採るべしということだと思います。そこら辺を心に置き

ながら判断すると，私は，「日本の国内に外国の大手弁護士事務所の支店若しくは事実上の

支店ができてしまうこと」を排除することは「競争阻害」に当たるといいますか，「競争阻

害を生じる。その結果，国民一般が必要とするような法務サービスの質，量，価格の確保に

はマイナスに働く」と考えます。ですから，牛島委員とはかなり対極的な意見になってしま

うのですけれども，ほとんど「自由競争で，何でもやってください」というくらいの形でも

よろしいのではないかと思います。それでも事実上の問題といいますか，事実上は日本の弁

護士の方は競争の中で十分に闘うお力，ご経験をお持ちだし，ジャーマナイゼーションのよ

うな，あるいはウィンブルドン現象のようなことは回避できるのではないかと思います。も

ちろん「ジャーマナイゼーションだって構わないではないか」という意見もあるかもしれま

せんが，私は，以前にこの場で申し上げたように，それは望ましくないと思っています。で

すから，ジャーマナイゼーションのような極端なことが生じる懸念が現実的に感じられるよ

うになったときの緊急避難措置として何らかのトリガーを持っておくことはよいかもしれま

せんけれども，「それを留保した部分以外はほぼ自由競争が確保される」という制度の立て

方が望ましいのではないかと考えます。 

  以上でございます。 

伊藤座長 ありがとうございました。 

牛島委員 １点。私は，越委員のおっしゃっていることと私の申し上げていることは，越委員

がよりレベルの高いことをおっしゃって，私は低いことを申し上げていると思いますが，二

つは少しも矛盾していないと思います。 

  私の申し上げておりますのは，自由競争がいかんと，全くそんなことは申していないつも

りでございます。「資格外者によって日本でプラクティスがされることは避けるべきだ」と，

この１点だけです。それは，現在弁護士制度ないし外弁制度又は弁護士法人制度があるとい

うことから，現状では異論がない。それすらも不要だという考え方は立法論として当然ある

と思います。しかし，現時点ではその制約があるという前提で，それを守るということでい

ろいろ申し上げているつもりでありまして，私自身は，越委員のおっしゃることと私は同じ

つもりではございます。 

越委員 「資格外者によって行われてしまう」ということは一体何のことをおっしゃっている

かというと，これは日本法のことですよね。 

牛島委員 日本法に限らず，外弁でなければ，例えばニューヨーク州法の外弁でなければ，ニ
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ューヨーク州法を日本ですることはできないわけですから，ニューヨークの弁護士であって

も外弁でない方は日本ではやってはならないという意味では資格外者だということです。 

越委員 分かりました。 

  そして，Ｂ法人の論点に限って考えれば，それはやはり日本法の問題であるということで

すよね。日本法の解釈・運用が，実務がゆがむかどうか，その点に集約されるように私は思

うのですが。 

伊藤座長 ちょっとよろしいですか。ほかの審議事項との関係もございますので，ただいまの

越委員の基本的なお考えは十分理解できました。確認しておきますと，越委員の基本的なお

考えを前提にいたしますと，本日の資料２４に書いてあることとの関係では，日本の弁護士

法人の場合の定款の届出と基本的なことは同様に考えてよいのではないか，そこに特別の差

を設ける必要はないということに，具体的な問題になるとそちらの方に結び付くということ

で理解してよろしいですか。 

越委員 はい，そのとおりです。これは前回も私はその方向で発言しております。 

伊藤座長 その限りでは牛島委員が先ほど来おっしゃったこととやはり多少の違いはあるよう

に思いますが，ただ，先ほど申しましたように，今日それをどちらかに無理にまとめてしま

うというよりは，そういう御意見，届出義務を前提にしても，「法人の本質を踏まえた上で，

特にＢ法人に関しては届出義務の内容についてもう少し具体的に検討する必要がある」とい

う御意見があったことを踏まえて整理を続けたいと思いますので，この点はこのぐらいにさ

せていただけますでしょうか。 

 それでは，論点７の議論に移りたいと思います。 

  具体的に申しますと，先ほど渡邊幹事から１９頁のＡ案，Ｂ案，Ｃ案という３案の考え方，

そしてその考え方の基礎になっている理由についての説明がございましたので，このあたり

を中心にして御意見をお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

長谷部委員 先ほどの柳幹事の御説明についての質問ということでよろしいでしょうか。 

伊藤座長 どうぞ。 

長谷部委員 現在の外国法共同事業についての監督が必ずしも実効的でないということであり

ましたけれども，処罰を受けている，確か１１件とかいう数字が出ていたかと思いますけれ

ども，実際はもっと多いという認識ですか。 

柳幹事 実際はもっと多いのではないかというのが一般的な理解でございまして，その１１件

というのはある程度指導なり指導書なりを発行したり，あるいは何らかの活動を日弁連内で

具体的に行っているものですけれども，それ以外に調査等をしていた事案というのが実はあ

りまして，ただ，それについては協力を具体的には得られなかったり，あるいは海外にもう

お戻りになったりして調査が終わってしまったというケースがございます。もうちょっと詳

しく言いますと，それもそれほどたくさんあるというわけではございませんけれども，それ

は氷山の一角ではないかと思われます。その母体になる母数を実際に我々の方で把握してい

るわけではございません。それがたくさんあるかということも我々分かりませんけれども，

イメージとしては，それは氷山の一角ではないかという理解でございます。 

長谷部委員 仮にそういうことであるとしまして，監督権限をもっと強化するなり実効的なも

のにするために何か具体的に施策がおありなのか，そのあたりはどうお考えなのか伺いたい

のですけれども。 
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柳幹事 それでは具体的にどのようにしたらよいのかということについては，名案があるわけ

ではございません。ただ，現在，日弁連内部でも，例えば先ほどの届出義務にしても，もう

ちょっと詳しいものを出してもらったらどうかとか，あるいは，例えばですけれども，コン

プライアンスについて内部統制の何らかの構築なり，それの報告なり，会社法等では，ある

いは金商法ではそういうのはありますけれども，そういうことを考えたらどうかとか，そう

いうことは一つの例として議論はされておりますけれども，では具体的にということにまで

はまだ至っておりません。 

長谷部委員 先ほど，協力が得られないということだったのですけれども，外国法共同事業に

関する規程の１５条によりますと，弁護士法人や弁護士も調査に協力しなければならないと

いうことになっているわけで，そういった人については本国に帰るとかそういうことはない

と思うのですけれども，そういった方の協力を受けることも困難なのでしょうか。 

柳幹事 まず一つ，この調査権限の立て付けについては，共同事業というよりは，おっしゃる

とおり，弁護士であるとか弁護士法人あるいは外国法事務弁護士に対する調査権限なのです

が，それではこういう調査権限というのはどの程度強いのかといいますと，弁護士には依頼

者のための守秘義務というのがございます。そういうことで，その守秘義務というものを盾

にされますと，ではどこまで調査できるのかということになりますと，なかなか難しい点が

ございます。難しいというか，守秘義務を盾にして調査に御協力いただけないということが

ございます。 

伊藤座長 いかがでしょうか。 

中川委員 その関係で，私も実態としてよく分からないので。 

  今，説明の中で，指導とか指導書を出されたとおっしゃったのですが，それはどういう行

為になるのでしょうか。要するに，調査をして，調査結果として指導になったというのか，

あるいはもう少し緩やかな任意的なものとしてなさって，事実上の行為として指導する，あ

るいは指導書を出すということなのか，そしてそれに対してどういう反応が返ってきたのか

というのは，実際のところはどのようなことになっているのかを教えていただければと思い

ます。 

柳幹事 指導なり指導書を行ったというのは，事案としては全部で７件程度ございますけれど

も，具体的な法的な効力は特段ないものでございますので，日弁連の持っている一般的な

個々の弁護士なり外国法事務弁護士に対する指導・監督権限ということになると思います。 

中川委員 指導書を弁護士，弁護士事務所に出されて，それについて，実際それにも従わない，

出されたのだけれども無視しているというようなケースというのはあるのですか。 

柳幹事 そこまではないのではないかと思われます。 

中川委員 そうすると，何らかのリアクションをされると，それに対しては一応是正といいま

すか，是正しなければいけない部分についてはされているということになるのでしょうか。

仮にそれも無視して何か違法だと考えられることをするとなれば，これは正に調査権限があ

り，調査義務があることですから，それを発動されて改善させなければいけないだろうと思

うのですね。それに協力しなければ，もちろん会規に違反しているわけですから，その後の

懲戒等に発展するのだと思うのですが，そこまでのケースには至っていないということなの

ですよね。 

牛島委員 私がお答えするのは僭越ですけれども，よろしゅうございますか。 
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伊藤座長 では，牛島委員，どうぞ。 

牛島委員 協力義務に応じないときには，そのままで終わりなのです。ですから実効性は全く

上がっていないのです。それは呆れられるかもしれませんけれども，それに対して柳幹事が

先ほどおっしゃっていたのは，相手が守秘義務を盾にしたときには，これは先ほど佐瀬委員

から御質問いただいたことと関連すると思いますけれども，こちら側に明らかな法的根拠が

なければ，それ以上どうやって突っ込むかということについてはなかなか難しい，したがっ

てできないというのが現状であるというのが私の理解です。実際問題としてそうなのです。

ですから，それでは実効性が上がっていないということについてどうするかということが必

要だと思います。 

  これは直接の例ではないと思いますが，例えば外弁資格を取る前に実際に法律業務を行っ

ているかどうかという問題があります。これは前回もお話を，あるいは大分前にも出ました

けれども，申し上げております。それについては，例えばホームページに「パートナー」と

いう表示をしている場合であっても，事務所に，これは長谷部委員よく御存じの銀行法等の

そういったところにどういう立て付けがあるのか。報告を徴求し，勧告し，場合によっては

命令する，場合によっては立入ると，いろいろなことがあると思います。必ずしもこれがこ

こで望ましいかということを申し上げているわけではありませんけれども，実効性を持たせ

るということのために。そして最後に必ず出てくるのはペナルティですね。これ抜きに実効

性はないのではないかと私は考えています。そういったことが用意されないままに，したが

って，今，私の申し上げました外国の弁護士，この外国の弁護士であることは間違いない場

合が多いのですが，その方が日本で法律業務を行うについて，外弁資格をお取りになってい

ないままであるにもかかわらず，「パートナー」と称して実際やられているようだと。「よ

うだ」以上は分かりません。これは立ち入るわけでは毛頭ございませんし，また依頼者も自

分の仕事について積極的に開示して協力する，ないし訴えるということは余りないです。事

実上ない。したがって分からない。分からなくて断片的に何か漏れ出てきたときに，では協

力してくださいと言っても，協力が得られない。「それで終わりになっているのですか。」

と言われると，それで終わりになっているのです。申し訳ありません。 

中川委員 守秘義務がかかっていますからということで調査に協力されない，ではそれ以上ど

うするのかと言われれば，私も全く分かりません。それについて実効性をもっと高めるため

にどんな手段があるのかというのは，正にそこが弁護士の自治の話だと思うのです。例えば，

できないので立入調査あるいは何か強制権限をとなりますと，それは刑事的な世界になるで

しょうし，では監督権限を別に与えましょうかというような話は，それは違うのだろうと思

います。やはり弁護士自身の中で会内の会員の方々の行為についての何らかの調査を強化す

るというのであれば，それは是非日弁連の中で，もし問題だというのであれば御議論いただ

いて，具体的な策を御検討いただけるのはよいことだと思います。 

柳幹事 これは氷山の部分でいうとどちらかというとうまくいった事例でございますので，先

ほど牛島委員がおっしゃったように協力していただけないでうやむやになるケースが多いと

いうことは一般的に言えますので，今，中川委員がおっしゃったような方向性で，日弁連と

しても，どうしたらよいか，どうやって調査権限の実効性を果たしていくのかということに

ついては検討していかなければならないと思います。ただ，ここでの論点は，外国法共同事

業は現在こういうことだったけれども，ではＢ法人の場合どうするかということでございま
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す。 

伊藤座長 どうぞ，杉山委員。 

杉山委員 今聞いていると，日弁連というのは，私がいろいろ付き合いのあるいろいろな自主

規制団体の中でも政府からの独立性が最も強い自主規制団体だと思うのです。いろいろな権

限を付与されて，やっていらっしゃる。その構成員である弁護士の方も非常に使命感に燃え

てやっておられる団体ではないかと思うのです。そういう点から考えてみると，「外国法共

同事業に関する規程」があって，監督，問題点があった場合にいろいろ権限があってやって

おられるということについて，日弁連には，「こういう問題が起こらないように，自主規制

団体についてしっかりやってくださいよ」ということで国民が委任しているはずだと私は思

うのです。その委任されているはずの日弁連が，実は自分たちの規制について，「本当に実

効性が上がっているかどうか分からない」ということであれば，そもそもおかしな議論です。

分からないのであれば分かるようにする，それからもうちょっと実効性が上がるように，や

はり中の方がもうちょっと責任を持ってやってもらわないと困ると思うのです。そういうこ

とをやってもらわないと，国会で法律を出して実効性が上がるように，もうちょっと強力な

権限を与える。さらに，守秘義務を盾に応じないのであれば立入権限をやって資料を出させ

るとか，そういうことだって必要なことだと思うのです。しかし，柳幹事の説明を聞いてい

ると，そんなに大きな問題がないような感じもするし，牛島委員の意見を聞いているとやは

り何か方策が必要ではないかとも思います。そこら辺は日弁連として，もうちょっときちん

と考えを出してもらわないと第三者から見て判断がつかないところです。 

  これまでの議論を見ると，今回の問題については，何人かの委員が言っていましたように，

やはり自由にやって，そういう問題が起こらないようにきちんとウォッチして，調査して，

何か弊害が起きた場合には是正できるという仕組みをきちんと整えることが非常に肝要だと

思うのです。それについては，今，「外国法共同事業に関する規程」があって，そういう仕

組み，スキームがある。だから，それが本当に機能しているかどうかがまず大事です。「こ

れでも大丈夫だ」というのであれば，このスキームを使ってきちんとやってもらうというこ

とが大事だと思います。「これでは心もとない」と思うのであれば，そこら辺が柳幹事だと

か牛島委員の話しを聞いていても分からないのですけれども，何か心もとない点があるので

すけれども，そこなのです。そこら辺を日弁連として本当にきちんとやっているのかどうか

なのです。 

  何回も言いますけれども，日弁連というのは極めて高い使命感を持たれた自主規制団体で，

私はしっかりやっているのではないかという前提で話しているのです。そこら辺がそういう

状態であれば，こういうスキームをつくったときに，例えば日本公認会計士協会のように，

あれだけ自主規制団体として法律に基づいてやってきたにもかかわらず，虚偽記載だとか粉

飾決算がなくならず，これでは彼らに任せておけないということで法律の改正がありました。

政府の関与が強まったのですね。そういういきさつがあるので，日弁連はしっかりやってい

るという前提で私は話しているのです。「今そういうことは必要ない，政府との権限の問題

で独立性を維持していくことが必要だ」ということで，「日弁連の方が一所懸命やってくだ

さい」と言いたいのです。それについて，日弁連としてもうちょっとしっかりしたことを言

ってもらわないと判断がつかないし，「今の『外国法共同事業に関する規程』でできるので

あれば，これでやってほしい」ということなのです。そこら辺をどう考えるのかなというこ
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とが，やり取りを聞いていてよく分からなかったということなのです。 

伊藤座長 現在の外国法共同事業に対する日弁連の監督・指導の在り方についての実態ですと

か問題ということは，これもいろいろな認識があるかとは思いますが，ただいまの杉山委員

の御発言の趣旨を私なりに理解いたしますと，現在出ている議論を踏まえる限りは，外国法

共同事業とＢ法人について質的に違ったものを制度設計する必要は，必ずしもそういう材料

は示されていないのではないか。もし問題があるというなら，そもそも日弁連の指導・監督

の実態がどうで，それはどういう機能不全があるのかということを明らかにしてからの話だ

と，私はそういう理解をしたのですが，それでよろしゅうございますか。 

杉山委員 はい。 

伊藤座長 ということで，今のような議論が，具体的な案としてはＡ，Ｂ，Ｃというここに掲

げられた三つのものになるのですが，それぞれについていかがでしょうか。もう少し御発言

をいただきたいと思いますが。 

牛島委員 杉山委員がおっしゃることは誠にごもっともであります。ただ，私は，現在の日弁

連の監督が実質的に十分行われていないということを申し上げたわけでは全くないのであり

まして，どのような実効であっても１００パーセントということはないということもまた御

理解いただけると思います。 

  杉山委員のおっしゃられたことになぞらえてといいますか，引いていただいた線に沿って

私なりの考えを申し上げさせていただきますと，一つは，現在の外国法共同事業の線でよい

のではないかという御趣旨については，その前に，恐縮ですが，法人の本質論ということで

私が申し上げさせていただいたものがあるので，したがって同じわけには参らないのではな

いかということを私は申し上げたつもりです。ただ，ではそれについて現在どんな弊害があ

るかということになりますと，申し訳ありません，まだ法人はできておりませんので，法人

をつくるとすれば，理論的に分析して，より大きいものをつくっておく必要があるのか，あ

るいはないのか，これは分析の仕方によるだろうと思います。それが一つでございます。 

  もう一つ，日弁連での，しかもこれは私の知っております，つまり弁護士の問題ではなく，

外弁の一部にかかわる部分でございますけれども，努力の一つの例として申し上げますと，

先ほども申しましたが，外弁登録するということにつきまして，杉山委員から，確か初めの

ころに，「手紙が出たりしているようだかどうなっているか」というような御質問をいただ

きましたけれども，日弁連としては，「法律事務を行う方は弁護士法７２条の問題があるの

で速やかに届出をしていただきたい，殊にパートナーである方については，法律事務をして

いらっしゃることが明らかであると考えざるを得ませんよ」という手紙を二度にわたって，

２００５年と２００９年に出し，その結果，これは私どもが委員会として担当させていただ

いておりますが，申請の数が大幅に増えた。あえて無視されていたのか，あるいは知らなか

ったのかは私は分かりません。しかし結果として大幅に申請の数が増えたという改善の事実

もございます。それについても御報告させていただければと存じます。 

伊藤座長 ただいまの牛島委員の前半の御発言は，資料２４との関係で申しますとＢ案のよう

な考え方，そのものかどうかはともかくとしましても，に近いと理解してよろしゅうござい

ますか。 

牛島委員 誠にそのとおりでございまして，Ｃ案の「抜本的に」という，これは中身が分かり

ませんけれども，決してそのような事態であるとは私は思っておりません。Ｂ案であろうと
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思っております。 

伊藤座長 分かりました。ありがとうございます。 

  先ほどの杉山委員の御発言の趣旨からすると，恐らくＡ案という考え方に近いのかと思い

ますし，ただいま牛島委員からはＢ案的な考え方の御発言がございましたが，ほかの委員の

方いかがでしょうか。 

佐瀬委員 佐瀬ですけれども，先ほど言った弁護士会の指導とかいうものは，私も役員時代に

いろいろ経験させていただいていますけれども，違反があっても，「あなたは違反していま

すよ」ということを言ってすぐ是正してくれる人はいるわけです。これは外弁に限らないで

すけれども。そういう人に対しては別に懲戒申立てまでする必要はない。そういう意味での

指導・監督だと思うのです。それは，自分が法律を知らないだとか，弁護士会の規則を知ら

ないだとかいう人もいっぱいいるわけです。そういう意味で是正される場合にその指導がす

ごく生きてくるということで，それが弁護士会の監督だと思うのです。 

  そういうことからすると，私は今回のこの案についてはＡ案なのですけれども，理由とし

てはＢ案的なことで，ちょっと混合的で変なのですけれども，牛島先生の言われているよう

な法人特有の問題は多分あるのだろうという気はするのです。ただ，それでも，先ほど私が

質問したように，日弁連は自分のところの会則等で日弁連なりの監督方法にできるわけです

から，それはそれなりの，日弁連の中でやれば，本当に困ったらどうすればよいかというこ

とをより具体的に議論できるわけですし，また改正できるわけですよね。多分，杉山委員が

言われているのもそういうことを期待されているのだと私は思うわけで，であれば，理由と

してはＢ案的な理由はあろうかとは思いますけれども，それもＡ案の中で解決できるのでは

ないかという気がするのです。それで十分だろうという気はしているのです。だから，Ａ案

とＢ案の折衷案というか，どう言ったらよいか分からないですけれども，結論としてはＡ案

で足りるのではないかという気がしているのです。 

伊藤座長 牛島委員のような問題の実質はあるにせよ，それはＡ案を前提にした日弁連の指

導・監督で足りるということですね。分かりました。 

  ほかにいかがでしょうか。ただいまの点。 

松木委員 私は，Ｂ案というよりはＡ案で十分ではないかと，今までの議論を伺ったところで

感じますし，また戻ってしまうと法人のところに行ってしまうのですけれども，先ほど中川

委員が言われたような合名会社的な法人であるということがベースになると，ここでは株式

会社というものではないものをつくろうとしているのではないかなと思うので，株式会社の

方に引っ張られた議論になるのもよく理解できないところで，そういうベースでいくとＡ案

でよろしいのではないかと思います。 

伊藤座長 長谷部委員はいかがでしょうか。 

長谷部委員 私も，Ａ案とＢ案とそんなに根本的に違うものではなくて，やはりＡ案をベース

としまして，場合によって何か法人特有の問題が出てきたときにはそれよりも少し強化する

なり補強するなりということを排除するものではないと思うのですが，ともかく先ほど来の

お話を伺っていますと，外国法共同事業についてもいろいろまだ今後改善すべき点もあるよ

うですので，まずはそこをやっていただいて，その上で更に何か別の問題があるのであれば

それを検討するという，そういうアプローチでよろしいような気がします。ですから，Ａ案

をベースに，場合によってはＢ案まで行くこともあり得るかと思います。 
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伊藤座長 分かりました。 

  恐らく牛島委員が御懸念のような点についての認識はこの場でもかなり共通の認識になっ

ていると思いますが，それを，具体的な日弁連の指導・監督の在り方について，言わば制度

設計にまで反映させるというＢ案の考え方と，それは運用の問題としてしかるべき解決がで

きるのではないかという意味でのＡ案の考え方の両様の議論がありますが，その二つの間に

それほど大きな距離があるわけではないように思います。ただ，考え方として両者が完全に

一致しているわけではございませんので，パブリックコメントに向けた取りまとめとしては，

ただいまそれぞれ開陳していただきましたように大方の御意見はＡ案である，しかしそのＡ

案の背後にも問題の認識はある，そしてその問題の認識を制度設計の姿に，日弁連の指導・

監督の具体的な在り方というところにまで反映させたＢ案についても有力な御意見がある，

そんな形でこの点は取りまとめさせていただいてよろしゅうございましょうか。 

  それで，もう一度全体の取りまとめのところに入りたいと思いますが，その前に，前回，

主として議論いただきました論点３ですね。つまり，先ほども議論が出てまいりましたが，

８頁の「社員のうちに弁護士である社員の占める割合」，分かりやすく言えば，「日本の弁

護士がどの程度いなければいけないのかということについての下限を設けるべきである」と

いう考え方と，それは「下限を設ける必要はない，法人の自治にゆだねるべきである」とい

うＢ案。Ａ案，Ｂ案という考え方について前回も議論いただいたのですが，その点に関して

御発言がございましたら承っておきたいと思いますが，まず杉山委員，いかがでしょうか。 

杉山委員 私は，このＡ案の下限を設けるべき考え方というのがまだよく分からないのです。

それは多分，牛島先生のおっしゃる，法人であることの問題点，つまり外部からコントロー

ルされる，支配されることについての問題点なのですけれども，これがどうもよく分からな

いのです。どういう問題が起きるのかなと。我々は職業柄，実際にいろいろな問題が起きた

ことを受けて考えることが多いので，将来ひょっとしたら起こり得る問題というのはなかな

か考えが及ばないことがあって，なかなか解釈できないというのがあるのです。これがどう

いう問題を起こすのかなということです。マジョリティを確保すべきかどうかということで

すよね，議決権という問題ですから。下限を設けなくても，先ほど言ったように，監督・指

導をきちんとやって，そういう弊害が起こらないようにきちんとやること，そのことの実効

性を担保することが大事ではないかなと思っているのです。 

伊藤座長 そうすると，基本的なお考えとしては，下限を設ける必要はない，適切な指導・監

督あるいは弊害防止措置によって対処できるという理解でよろしゅうございますか。 

杉山委員 はい。 

伊藤座長 長谷部委員はいかがでしょうか。 

長谷部委員 私もただいまの杉山委員と同意見なのですけれども，下限を設ける，あるいは

何％以上を弁護士である社員が占めるという規律をすることによってどういう弊害を防止で

きるのかという，その目的と実際の実効性といいますか，その措置との関連性がまだよく分

からない。どういうメカニズムで，あるいはこういうものを設けないとどういう弊害が現実

にあり得るのかということがまだよく分からない。 

  それから，それが分からないままに下限ということで具体的な数値を入れた場合，これは

内外にある程度のメッセージを発することになると思いますので，ちょっとそこを懸念して

おるのですが，例えばある一定の属性を持った人が社員の中で何％を占めなければならない
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という，アファーマティブ・アクションなどではよくある技法だと思うのですけれども，そ

れは，「市場原理に任せておいたのでは少数者の人が活躍の場を与えられない」という場合

には，多少そういう人たちを優遇することになるけれども，そういうことも必要なのだとい

う判断で諸外国ではやっていると思うのです。もちろん弁護士法人にということではなくて，

いろいろな問題でやっていると思うのですが，それにしましても法の下の平等原則に反する

のではないかという疑念も提示されておりまして，それに対しては，それでもやはりこのま

ま自由に任せておいたのではそういった人が機会を与えられないのだからということで補強

しているということだと思うのです。先ほど越委員の御発言にもあったと思うのですけれど

も，我が国の弁護士がそういったマイノリティという立場とは到底思えないものですから，

そうだとしますと，そういった形で何か優遇しているかのような，その目的が本当に一定割

合を入れることによって明らかな弊害を防止できるということがあるのであれば理由の付け

方もできると思うのですけれども，それがないとしますと，単に日本人である弁護士を優遇

しているだけではないかという誤解を受けるおそれがあるかなと思いまして，そこら辺はよ

く検討した方がよろしいのかなと思っております。 

伊藤座長 ありがとうございました。 

  それでは，議事の進行上，誤解があったらまた御指摘いただきたいと思いますが，私の方

で，前回及び本日これまでいろいろ出していただいた御意見について若干整理，というと僭

越ではございますけれども，のような形でまとめさせていただいて，それについて，そうい

うまとめ方でいいのかどうか，御意見を頂だいできればと思います。 

  まず基本的な認識として，この種の法人を設けることの必要性について，それからこの種

の法人を設けることの意義に関しては共通の認識があり，意見の一致があったように思いま

す。 

  ただ，これは牛島委員がしばしば御発言いただいたところでありますけれども，「このＢ

法人制度を導入することによって具体的にどういう弊害が生じるのか。」，また「法人固有

の問題があるのではないか。」という御指摘もあったところでございますが，ただいま申し

ましたことを前提にいたしまして，論点６についてはまた後ほど申しますが，論点３，つま

り下限を設けるべきかどうかという点についての御意見は分かれていたように思いますので，

その点はそういう形でパブコメの場でも反映させていただきたいと思います。 

  ただ，その点を別にいたしますと，論点３の「下限を設けるべきである」という意見も踏

まえまして，Ｂ法人制度自体を導入することの意義に関しては，それが「そもそも現在の段

階では時期尚早である。」とか，あるいはそういうことについて否定するという御意見はな

かったように思いますが，まずその点を御確認いただいてよろしいでしょうか。ただ，その

上で，「しかしやはり下限を設けるというような担保措置がなければこの制度が適正に機能

することは期待できないのだ。」という御意見はもちろん前提にしております。 

牛島委員 一段一段登っていくとおっしゃるとおりになると思います。しかし，できるものは

一つできるわけですから，したがいまして，一定の措置抜きにつくるということについては，

私は問題があるのではないかと思います。したがいまして，仮に「混合法人」と呼ばせてい

ただいて，それをつくることそのものの必要性，意義については一致があったということで

のおまとめは，そのままひとり歩きしてしまうと，いささか，趣旨がちょっと広がっていな

いかなという気はいたします。 
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伊藤座長 ですから，牛島委員の御意見は，６についてももちろんございますけれども，特に

論点３の下限を設けるべきであるということがＢ法人制度を導入する上での不可欠の前提要

件であるという御意見でございますね。 

牛島委員 はい。 

伊藤座長 という趣旨で，もう一度各論点に関する議論の状況に関して確認させていただきま

すが，資料２４で申しますと，論点１，論点２のあたりについては特に何か意見が分かれる

というようなことはなかったように思います。 

  論点３は，これは一番中心的なところですが，本日この場で杉山委員，長谷部委員から補

足の御意見もいただきましたが，多くの委員からは下限を設ける必要はないのではないかと

いう御意見がございました。しかし他方，「この法人制度が適正に機能する上では下限を設

けるべきであるというＡ案の考え方が不可欠だ。」という有力な御意見もございましたので，

それをそういう形でパブリックコメントの内容として反映することになろうかと思います。 

  論点４，論点５につきましては特別意見が分かれるということはなかったように理解して

おります。 

  論点６に関しては，先ほど御発言，御意見がございましたように，「届出義務の内容につ

いてどういうふうに考えるかについてはなお検討する必要があるのでないか。」という，こ

れも有力な御意見がございましたので，それを踏まえて取りまとめ案を事務方にお願いした

いと思います。 

  論点７についても考え方が分かれている状況でございまして，大方の御意見はＡ案，先ほ

ど私が申しましたような意味でのＡ案ではありましたが，他方，ここで申しますと，Ｂ法人

あるいは法人制度の特質を踏まえて日弁連の指導・監督の具体的な在り方についても検討し

なければいけないというＢ案の考え方について，これを支持する有力な御意見もございまし

たので，そのようなものとしてパブリックコメントの取りまとめをしていただければと思い

ます。 

  ということで，やや雑駁な取りまとめになってしまいましたが，細かい文言はともかくと

いたしまして，大筋で今申しましたようなことで，更に正確に幹事の方で表現を工夫して取

りまとめていただくということでいかがでしょうか。 

出井幹事 幹事としてまとめるについて重要なところなので１点確認しておきたいと思います。 

  Ｂ法人制度の導入の是非について，これは特に牛島委員に確認したいことですけれども，

論点３について，Ａ案をとればＢ法人は導入を是とするという御意見と伺ってよろしいでし

ょうか。 

牛島委員 はい。 

伊藤座長 よろしいですか。 

髙中委員 パブコメをとる前提として，今回のパブコメをとる場合の法改正の対象はあくまで

も「外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法」のみの問題である，そこを前

提としていただきたいという要望をしたいと思います。すなわち，最初にニーズ論がござい

ましたけれども，その中で，渥美弁護士，もう一人の弁護士は，自分が一所懸命日本の中で

外国法事務弁護士を雇用して養成したはいいけれども，パートナーになれないために事務所

にインセンティブが働かない，だからニーズがあるのだと，こういうお話でございました。

そのニーズは，外国法事務弁護士法人を自ら日本の弁護士として設立して，その中に外国法
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事務弁護士を同じパートナーとして入れる，つまり弁護士法人をつくるのではなくて，外国

法事務弁護士法人をつくっていただいて，その中でパートナーとしてやっていただくという

ことのニーズと理解するのですが，そういうことでよろしいでしょうね。つまり，弁護士法

人そのものの社員資格については手を付けないということを確認していただきたいというの

が一つございますが，そこはどうなのでしょうか。今後の立法の在り方でございますが。 

 単純に考えますと，渥美先生の側に立った場合，渥美先生は何をお考えになるかというと，

わざわざ外国法事務弁護士法人などというものはつくらずに，日本の弁護士法人をつくって，

その社員資格の中に外国法事務弁護士を開放するということになれば彼のニーズに一番マッ

チするわけです。一番たやすい。準則主義ですぐできますから。今回はそういう話ではない

のでしょうねということです。私は，そういう話ではなくて，渥美先生のニーズは，外国法

事務弁護士法人をおつくりいただいて，その中で今後の業務を展開していただく，そういう

話として今後のパブコメもおとりいただきたいと思うのですがというのが１点でございます。 

佐瀬委員 今のはちょっと間違いやすいので。外国法事務弁護士事務所というわけではなくて，

外国法事務共同事業法人だという感じがするのです。要するに外国法共同事業をやっていた

ものを法人化するという考え方であって。 

伊藤座長 Ｂ法人の問題はね。 

佐瀬委員 ええ，Ｂ法人の問題はですね。だから，今で言う外国法事務弁護士の事務所をその

まま法人化するというだけの問題ではない。その辺が今の表現だと分かりにくかったので。

ということでよろしいのですよね，髙中委員の言われているのは。 

髙中委員 ジョイントベンチャー法人ですか。 

佐瀬委員 そうではないのですか。 

髙中委員 そうすると新類型になるわけですか。新しい類型の法人ができるということですか。 

松木委員 そうだと私は理解しています。 

中川委員 それと，法改正の部分は余り検討してこなかったと思います。ですから，実態とし

て社員に外弁と日本弁護士がいて日本法も扱える，そういう法人化の検討であって，出口と

してそれについてどういう法制化をするというのは。 

髙中委員 特にここでは議論していなかったですね。 

中川委員 ええ，議論しておりません。 

髙中委員 していなかったのですが，そうすると，私としては，そこはいわゆる外弁法の改正

問題としてやっていただいて，「外国法共同事業法人」というのが新類型としてできるとし

て，だから外弁法の中に二つの類型の法人が入るという在り方でお願いしたいという意見を

述べさせていただくと思うのですが，それでよろしいのでしょうか。 

出井幹事 髙中委員の御意見としては，これはここで議論する問題ではないと思うのですが，

「弁護士法の改正」ではなく，「外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法の

改正だけ」でやってほしいという御意見ということですね。 

髙中委員 はい。そこをはっきりしておかないと，パブコメをとるときに，どういう形かまだ

見えませんけれども，渥美先生の要望からするとそういうことも十分あり得るのですね。日

本の弁護士法人の社員資格を開放する，それから新たな第三類型としての共同事業法人とい

うのもできますし，いろいろなバリエーションができて，それについてニーズがある，それ

についてパブコメをかけるというような話ではないという確認だけはさせていただきたいと
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思っています。 

伊藤座長 もちろん渥美先生御自身の御意見がどうかということは別ですが，当研究会の検討

事項として，「日本の」というのを付ける必要はないのかもしれませんが，弁護士法人の社

員資格を開放して云々という話はそもそもの管轄にも入っていませんし，ここでの議論にも

全く出てきていない話ですから，そこはよろしいですね。 

髙中委員 余分なことを発言して申し訳ありませんでした。 

下條委員 その点に関してですけれども，ここでヒアリングをしたときに国谷弁護士が来られ

ましたが，国谷弁護士の事務所は弁護士法人になっているのですね。国谷弁護士もそういう

混合法人が選択肢の一つとしてあった方がいいという御趣旨の発言をされております。そう

いう既に弁護士法人になっているところが混合法人化することを妨げるようなことは，かえ

って既存の弁護士法人を差別的に扱うことになりますので，そういうことはすべきではない

のではなかろうかと思います。先ほど越委員が引用されましたけれども，「弁護士の国際化

を抜本的に強化すべきである。」というのは，司法制度改革審議会の意見書から日弁連に付

託されたことですね。その中の一つとして「執務体制の強化」というのがあります。各論の

一つとして「執務体制の強化」というのがある。これは正にそういう「執務体制の強化」に

当たるのではないか。つまり，既に弁護士法人としてあるところが優秀な外国法事務弁護士

を自分のところの社員に入れて，日本法と外国法と両方の能力を備える，そういう弁護士法

人ができることは非常に望ましいことであると思います。そういう意味から見て，特にそう

いう既に弁護士法人になっているところが混合法人になることを排除するような仕組みは入

れるべきではないと考えます。 

伊藤座長 分かりました。 

牛島委員 私，先ほど出井幹事から聞かれて，必要性，意義と，どういう言葉を使われたか忘

れてしまったのですが，この種法人，つまり混合法人の必要性がまずひとり歩きして，その

後割合について検討したら，「割合は下限がない方がよい。」という議論は，私は採るべき

でないと思っています。需要も，今，下條委員が引用された，皆さん御存じの渥美先生の例

と，大阪の事務所の例等を考えましても，それ以上の需要はないと私は理解していますので，

そういうものとしてどうかということであって，「下限がないのであればそもそも混合法人

はつくるべきではない」という結論になるべきだと考えております。 

伊藤座長 先ほど私が口頭で取りまとめたようなことをもう少し正確に文章化して，もう一度

お諮りしたいと思います。 

  １年余りにわたりましてこの議論を続けてまいりましたが，今後は最終報告に向けまして

意見の集約を図っていくことになります。そこで，先ほど来繰り返しておりますように，本

日の議論を踏まえましていったん中間的な取りまとめを行って，それをパブリックコメント

に付して各界からの幅広い御意見を頂だいする，それを踏まえまして当研究会としての最終

的な意見の取りまとめをしたい，こういうことで参りたいと思います。 

  そこで，次回は８月１１日火曜日，午後３時から，場所は法務省第一会議室で開催いたし

ます。中間取りまとめ案の検討時期などを含めまして，後ほど事務局から紹介をお願いした

いと思います。そういう予定で参りたいと思いますが，その点について補充していただけま

すか。 

渡邊幹事 まず，幹事の方で，次回８月１１日までに，本日の座長の取りまとめに沿った中間

 23



 24

取りまとめ案を作成します。次回は，その中間取りまとめ案について御議論いただきたいと

考えております。そして，委員の皆様の御意見を反映したものを確定版としてパブリックコ

メントに付したいと考えております。パブリックコメントの時期につきましては，８月の中

下旬ころから９月中下旬ころまでの１か月間を予定しています。この手続で寄せられた御意

見を事務方で集約いたしますので，１０月の初旬から中旬ころに会議を開催していただいて，

そこで，寄せられた御意見を踏まえて更に御議論をいただく。現在，そのような進行でお願

いしたいと考えています。 

  以上です。 

伊藤座長 ということで御了解賜れればと存じます。 

  それでは，本日はこれで閉会にさせていただきたいと思いますが，よろしいでしょうか。 

  どうも長時間ありがとうございました。また次回，どうぞよろしくお願いいたします。 

                                     －了－ 

 


